
申請書・提案書・申請受理票の記入要領

令和３年度国内における温室効果ガス排出削減・吸収量認証制度の実施委託費
（Ｊ－クレジット制度推進のための地域支援事業）
提案書類は、各様式により、以下の記入要領に基づき記載してください。なお、提案書類の用紙は、Ａ４版縦位置横書きとします。

１．申請書（様式１）

　(1) 受付番号

　　　　沖縄総合事務局（以下「当局」という。）が申請者の管理を行うための番号になりますので、記入しないでください。

　(2) 申請者

　　　　申請者となる企業・団体等について記入してください。申請者は、採択の後に、当局と委託契約を締結します。

　　　　①企業・団体名：申請者となる企業・団体等の名称を記入してください。

　　　　②代表者役職・氏名：申請者となる企業・団体等の代表者の役職、氏名を記入してください。

　　　　　　　　　　 　　　右の「印又は署名欄」には代表者印を押印又は署名をしてください。

　　　　③所在地：申請者の所在地を記入してください。

　(3) 連絡担当窓口

　本委託事業への申請に当たり、当局との連絡担当窓口となる方について記入してください。

①企業・団体名：所属する企業・団体等の名称を記入してください。

②氏名：漢字氏名の後に（　）書きでふりがなを記入してください。

③所属（部署名）：所属する部署名を記入してください。

④役職：役職を記入してください。

⑤所在地：郵便番号、所在地を記入してください。

⑥電話番号：電話番号を記入してください。代表・直通を明記してください。

⑦ＦＡＸ番号：ＦＡＸ番号を記入してください。

⑧Ｅ－ｍａｉｌ：Ｅ－ｍａｉｌアドレスを記入してください。
２．事業提案書（様式２及び別紙）

　  下記の事項について、公募要領の「２．事業内容」を熟読の上、様式２により記入してください。また、様式２の別紙（エクセル形式）として、提案事業に係る支出計画を記入してください。必要に応じて記入した事項の詳細を説明する資料を添付してください。

　(1) 事業の内容

  　 　本事業の実施内容及び実施方法について、その概要及びポイントを簡潔に記述するとともに、その内容について具体的に御記入ください。

　(2) 実施スケジュール

　(1)に記載された事業内容に関する実施スケジュールについて、線表を用いて御記入ください。

　(3) 実施体制

　本事業の実施体制について、実施体制図、役割分担等を記入してください。また、再委託事業者及び請負先事業者等がある場合は、全て記載してください。

　また、当該事業を実施するための経済的な基盤、経理管理を着実に遂行するための体制について、御記入下さい。

  (4) 過去の実績

　　　本事業に関係する過去の実績を記入してください。

　(5) 業務従事予定者の学歴・資格・業績等

　　　本事業に従事する予定者の学歴・資格・業績等を記入してください。

(6) 別紙

本事業の実施にかかる支出計画を円単位で記入してください。

３．申請受理票（様式３）

　　申請受理票は、申請書を受理したことを証明する書類です。様式３を使用して、申請者の企業・団体名、代表者役職・氏名を記入してください。本票については、当局にて受付番号を記入後、申請者に返送します。

４．提案企業・団体に関する概要票（様式４）

企業・団体名（団体の場合は）参加企業名、代表者名、所在地、資本金、従業員数、主要業務の実績について記述して下さい。

以上

（様式１）
	受付番号
	


　沖縄総合事務局　御中

令和３年度国内における温室効果ガス排出削減・吸収量認証制度の実施委託費
（Ｊ－クレジット制度推進のための地域支援事業）
公募申請書

	申請者
	企業・団体名
	

	
	代表者役職・氏名
	
	印又は署名

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	企業・団体名
	

	
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	所在地
	〒



	
	電話番号

（代表・直通）
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


（様式２）

	受付番号
	


令和３年度国内における温室効果ガス排出削減・吸収量認証制度の実施委託費
（Ｊ－クレジット制度推進のための地域支援事業）
事業提案書

申請者の企業・団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	１．事業の内容

	（１）事業の概要及びポイント

（２）具体的な事業の内容

①実施内容
②実施方法

	２．実施スケジュール

	

	３．実施体制

	

	４．過去の実績

	

	５．業務従事予定者の学歴・資格・業歴等

	

	６．ワーク・ライフ・バランス等推進企業に関する認定等の状況

	＊女性活躍推進法に基づく認定（労働時間等の働き方に係る基準は満たすことが必要。）、次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業）又は青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定（ユースエール認定企業）の状況
＊女性活躍推進法第８条に基づく一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）の策定状況（常時雇用する労働者の数が300人以下のものに限る。）



（様式３）

申　請　受　理　票

	受付番号
	


申請者　

　

　　企業・団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

　　代表者役職・氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　沖縄県那覇市おもろまち２－１－１　那覇第２地方合同庁舎２号館９階
沖縄総合事務局 経済産業部 エネルギー・燃料課
担　当：大浜、大城
ＴＥＬ ：０９８－８６６－１７５９
ＦＡＸ ：０９８－８６０－３７１０

令和３年度国内における温室効果ガス排出削減・吸収量認証制度の実施委託費（Ｊ－クレジット制度推進のための地域支援事業）の応募書類を受領いたしました。

　本件に関する御連絡等につきましては、この受付番号を御使用くださいますようお願いします。

※　申請受理票は、申請書、提案書を受理したことを証明する書類ですので、申請者代表機関の企業・団体名、代表者役職氏名を記入してください。本票、沖縄総合事務局にて受付番号を記入後、申請者に返送します。

（様式４）

	受付番号
	


商号又は名称

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者（提案企業・団体）に関する概要票
	所　在　地
	〒



	ホームページURL
	http://

	設 立 年 月　日
	
	資　本　金
	百万円

	従　業　員　数
	人
	
	

	主要業務の実績
	

	（団体の場合）

主要加盟企業
	

	その他関連会社
	

	その他関連会社

（（株式会社の場合）主要株主）
	株　　　主　　　名
	持 株 割 合（％）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


財務諸表

	今期の見込み及び過去２年間の業績

	項　　　目
	今期（見込み）
    ／   ～　／   
	前年度（確定）
    ／   ～　／   
	前々年度（確定）
    ／   ～　／   

	売　上　高
	千円
	千円
	千円

	当期純損益または年度損益
	千円
	千円
	千円

	前年度繰越損益
	千円
	千円
	千円

	年度末処分利益
	千円
	千円
	千円

	年度末借入金残高
	千円
	千円
	千円


	過去３年以内における、本事業と関連する

調査・研究等業務に関わる契約実績

	発　注　者
	区分(*)
	契約期間
	業務名等
	契約金額等(税抜)

	
	
	自

至
	
	千円

	
	
	自

至
	
	千円

	
	
	自

至
	
	千円

	
	
	自

至
	
	千円

	
	
	自

至
	
	千円

	
	
	自

至
	
	千円

	
	
	自

至
	
	千円

	
	
	自

至
	
	千円

	
	
	自

至
	
	千円


(*) 調査・研究等の区分を記入ください






